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１．事業概要
◆事業の目的
TLP型浮体の実用化に向けて、想定される要素技術の課題を解決
実証フェーズでの実海域実証計画、実機スケールでのTLP型浮体の
安全性/信頼性/経済性の評価

◆浮体式洋上風力の課題
①高発電効率・低コスト化
②大量生産
③地元産業と人材育成への貢献
④海洋利用者の受容性

◆課題の解決
『TLP型ハイブリッド浮体』の採用
⚫ 動揺安定性高→高発電効率
⚫ 占用面積小→漁業への影響小
⚫ ハイブリッド→低コスト・大量生産・地元貢献

15MW風車搭載TLP型ハイブリッド浮体





２．開発内容と成果
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①自然環境条件予測評価 設計条件の設定
■ サイト条件の設定
・風・波・流れの設計条件を設定 (概算・詳細)
・概算設計条件：既存の参考資料を活用し国交省

ガイドラインに基づき設定
・詳細設計条件：長期の気象・海象解析に基づき設定

→ 各条件の妥当性を確認

◆本研究の詳細手法の効果

①不確かさの考慮 ②過小・過大評価の解消（高精度化）③ 波浪に関する太平洋・日本海での検証
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概算設計条件と本研究での詳細設計条件の比較

通常発電時 極値条件

設計条件項目 概算検討 詳細検討 設計条件項目 概算検討 詳細検討

風 年平均風速 8.37 m/s - 50年極値10分平均風速 50.2 m/s -

波浪 年平均有義波高 1.53 m 1.55 m 50年有義波高 10.6 m 10.65m

年平均ピーク周期 6.41 s 6.31 s 1年有義波高 8.5 m 7.27m

海流 年平均流速 0.4 m/s 0.43 m/s 50年極値流速 1.58m/s 1.61m/s

通常条件 極値条件

風 気象庁再解析値 (水平解像度
5km ，10年間)

建築物荷重指針のサイトにおけ
る極値風速を援用し，算定

波浪 波浪推算 (水平解像度5km, 
10年間)

国総研資料No.88の沖波に基づ
き，算定

水流 海流推算 (JCOPE-T)
潮流推算 (JCOPE-T) の極値統
計に基づき，算定

概算設計条件の主な算定方法
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◼研究成果
• コンクリート、鉄筋、労務、重機械調達等により、

数百億円規模の雇用・調達機会が見込まれる

• 人材育成の一環として、洋上風力セミナー等でのプレゼ
ン・論文発表等により洋上風力の情報発信

◼今後の課題・展望
• 地元からの調達可能な工法，重機機械，材料，施工方法の

検討

• 人材育成を目的とした洋上風力に関する情報発信継続

⑥地元産業と人材育成への貢献

洋上風力セミナー・見学会

地元産業への貢献評価

項目 数量

コンクリート数量 約13万m3

鉄筋数量 約4万トン

労務作業員 延べ12,000人

クレーン、高所作業車等重機械調達

↓

数百億円/PJ規模の雇用・材料調達機会











３．今後の取り組み
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３．今後の取り組み

• 鋼・コンクリート部材接合部：

接合部設計手法を体系化⇒技術認証の取得

• 大水深無人化施工：

机上検討した測位技術・姿勢制御技術⇒大深度実海域で実証

• コンクリート部材の水密性検証：

提案する水密性検証方法⇒実用化および標準化に向けた課題解決

• 実海域実証に向けて：

浮体設計・施工方法のさらなる合理化、コスト低減

⇒実海域実証を確実に実施



４．実用化・事業化
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